
最低制限価格制度適用業務の入札に係る注意事項等について（お知らせ）
毎年４月１日から年間を通じて継続的に役務の提供を受ける委託業務の契約で競争入札を　行うもののうちＷＴＯ案件を除く建築物清掃業務、常駐警備業務及び冷暖房設備等の運転管理　（常駐）業務と、土地家屋調査士が行う用地測量業務を対象として、最低制限価格制度を適用します。（これらの業務のほか、環境局所管の「家庭ごみの収集運搬等業務」の契約についても、最低制限価格制度を適用します。）
このため、同制度の適用を受ける競争入札については、入札公表及び入札説明書をよくご確認のうえ、特に次の事項にご注意のうえ参加してください。
１　最低制限価格等の公表時期

　　最低制限価格及び予定価格は「事後公表」とし、落札決定後に公表します。

２　入札無効等
⑴　最低制限価格制度の適用を受ける競争入札においては、最低制限価格を下回る価格で入札を行った場合は、当該入札は無効となります。

※　低入札価格調査制度においては、調査基準価格を下回る価格で入札を行った者を落札者とする場合は、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあるかどうか調査しますが、最低制限価格制度においては、最低制限価格を下回った時点で直ちに無効となります。
⑵　最低制限価格を下回る価格で入札を行い当該入札が無効となった場合は、再度入札に参加することができません。
※　１回目の入札で落札候補者又は落札者が決定せず再度入札を行う場合、１回目の入札で最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加することができません。
３　その他
　⑴　上記については、業務の履行期間の始期が平成２５年４月１日以降の競争入札（平成２５年度分の入札）から適用します。

　⑵　平成２４年度分の入札では、最低制限価格と同額で落札決定し契約を締結した案件については、低入札価格調査制度において実施している調査に準じて、契約締結時と業務完了後に、業務従事者への支払賃金関係書類等（契約締結時報告書及び業務完了後報告書等）を提出していただく必要がありましたが、平成２５年度分の入札から取り止めます。〔最低制限価格と同額で契約を締結する場合でも、支払賃金関係書類等を提出していただく必要はありません。〕
　※１　平成２４年度分の入札において、最低制限価格と同額で落札決定し契約を締結した案件については、当該業務の履行が完了するまで引き続き、毎年度の業務完了後、業務従事者への支払賃金関係書類等（業務完了後報告書等）を提出していただく必要があります。
　※２　支払賃金関係書類等と入札金額内訳書は別ものです。入札金額内訳書は、引き続き提出する必要がありますので、ご注意ください。
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